
（千円未満切捨表示）

千円 千円

 流　動　資　産 2,306,149   流　動　負　債 358,855  

現 金 及 び 預 金 780,835    80,670  

受 取 手 形 228     17,462  

完 成 工 事 未 収 入 金 219,412    63,823  

未 成 工 事 支 出 金 14,083     6,175  

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 278,432    6,724  

前 払 費 用 1,622     57,640  

預 け 金 1,007,992  59,441  

未 収 入 金 1,884     7,723  

未 収 収 益 6     2,483  

立 替 金 147     1,700  

仮 払 金 1,501     55,009  

 固　定　資　産 701,440   固　定　負　債 223,596  

 (有形固定資産) （ 541,696  ） 47,577  

建 物 27,286  165,854  

建 物 附 属 設 備 9,001  10,164  

構 築 物 11,507  

機 械 装 置 278,171  582,451  

車 輌 運 搬 具 68,093  

工 具 器 具 備 品 28,106  

リ ー ス 資 産 118,494  

建 設 仮 勘 定 1,034   株　主　資　本 2,425,137  

資　 本　 金 446,000  

 (無形固定資産) （ 24,704  ）

ソ フ ト ウ ェ ア 24,704  利益剰余金 1,979,137  

利 益 準 備 金 45,097  

 (投資その他の資産) （ 135,039  ） そ の 他 利 益 剰 余 金 1,934,040  

投 資 有 価 証 券 2,200  別途積立金 1,252,206  

敷 金 ・ 保 証 金 38,960  繰越利益剰余金 681,833  

長 期 前 払 費 用 137  ( う ち 当 期 純 利 益 ) （ 218,725  ）

繰 延 税 金 資 産 93,741  2,425,137  

工 事 損 失 引 当 金

資　産　合　計 3,007,589  負債・純資産合計 3,007,589  

負    債    合    計

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金
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貸　借　対　照　表　
（2020年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部



個 別 注 記 表 
 
１． 重要な会計方針に関する事項 

 
（１） 資産の評価基準及び評価方法 
 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 
・その他有価証券 

（時価のあるもの） 
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。） 
 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 
・原材料及び貯蔵品 

移動平均法 
 

（２） 固定資産の減価償却の方法 
 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

1998 年4 月1 日以降に取得した建物及び 2016年4月1 日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法、その他の資産については、定率法を採用しており

ます。 
 

② 無形固定資産 
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用

可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 
 

③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とする定額法を採用しております。 
 

（３） 引当金の計上基準 
 
① 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 



  

 
② 役員賞与引当金 
役員賞与の支給に備えるため、期末における支給見込額を計上しております。 
 

③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額から中小企業退職金共済制度

から支給される額を控除した額を計上しております。 
 

④ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
 

⑤ 工事損失引当金 
受注工事の損失発生に備えるため、手持受注工事の損失見込額を計上しております。 
 
 

（４） 収益及び費用の計上基準 
 
① 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工

事進行基準を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用しております。なお、

工事進行基準を適用する場合の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法

によっております。 
 

（５） その他計算書類作成のための基本となる事項 
 
① 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 
 

２． 貸借対照表に関する注記 
 

（１） 有形固定資産の減価償却累計額         3,081,729,623円 
 

（２） 関係会社に対する金銭債権債務 
  

短期金銭債権    1,081,447,837円 
短期金銭債務        3,615,317円 
 

 
 



  

３． 1株当たり情報に関する注記 
 

（１） 1 株当たりの純資産額  2,718 円 76 銭 
 

（２） 1 株当たりの当期純利益   245 円 20 銭 
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